
富山市社会教育委員 

【定数 １８名】

任期 平成２９年７月１日～平成３１年６月３０日

新委員                                

氏 名 推薦団体等 役職名

1 中西 彰 市公民館連絡協議会 市公民館連絡協議会会長

2 松本 弘行
市ふるさとづくり推

進連絡協議会

市ふるさとづくり推進連絡

協議会会長

3 平井 丈夫 大山地域
大山地域自治振興会連合会

会長

4 亀山 溪良 八尾地域
八尾地域ふるさとづくり推

進協議会会長

5 北野 孝一 学識経験者
学識経験者（富山国際大学

名誉教授（元地域学部長））

6 寺西 外美 学識経験者
学識経験者（元富山県生涯学

習・文化財室 家庭成人教育班長）

7 
H29.7.1
新任

吉藤 重弘 小学校長会 市小学校長会副会長

8 
H29.7.1
新任

塩刈 裕之 中学校長会 市中学校長会副会長

9 
H29.7.1
新任

河上 仁栄 市ＰＴＡ連絡協議会 市ＰＴＡ連絡協議会会長

10 
H29.7.1
新任

埜田 諭 市体育協会 市体育協会専務理事

11 
H 29.7.1
新任

水本 三郎 大沢野地域 ＮＰＯ法人こば理事長

12 
H 29.7.1
新任

山口 吉弘 婦中地域
婦中山田地域ふるさとづく

り推進連絡協議会会長

13 
H 29.7.1
新任

橘 真理子 学識経験者
学識経験者（元富山市生涯

学習課長・図書館長）

●富山市社会教育委員条例

第 1条 本市に社会教育法(昭和 24 年法律第 207号)第 15 条第 1項の規定に基づき、社会教育委員(以
下「委員」という。)を置く。

第２条 委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識

経験のある者の中から、富山市教育委員会(以下「委員会」という。)が委嘱する。

第３条 委員の定数は、１８名以内とする。

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。

議案第３６号



旧委員（参考） 

氏 名 推薦団体等 役職名

1 中西 彰 市公民館連絡協議会 市公民館連絡協議会会長

2 松本 弘行
市ふるさとづくり推

進連絡協議会

市ふるさとづくり推進連絡

協議会会長

3 平井 丈夫 大山地域
大山地域自治振興会連合会

会長

4 亀山 溪良 八尾地域
八尾地域ふるさとづくり推

進協議会会長

5 北野 孝一 学識経験者
学識経験者（富山国際大学

名誉教授（元地域学部長））

6 寺西 外美 学識経験者
学識経験者（元富山県生涯学

習・文化財室 家庭成人教育班長）

7 （退任） 有沢 彰 小学校長会 市小学校長会副会長

8 （退任） 田中 万希子 中学校長会 市中学校長会幹事長

9 （退任） 庄司 昌弘 市ＰＴＡ連絡協議会 市ＰＴＡ連絡協議会会長

10 （退任） 釣谷 祐一 市体育協会 市体育協会専務理事

11 （退任） 今井 典子 大沢野地域
子育てサークルメープルシ

ロップ代表

12 （退任） 見波 重尋 婦中地域
婦中地域自治振興連絡協議

会会長

13 （退任） 河原 順子 学識経験者
学識経験者（元富山市生涯

学習課長）

14 （退任） 中野 満能 学識経験者 学識経験者

15 （退任） 大間知 雄三 公募

16 （退任） 武内 瞳 公募



富山市公民館運営審議会委員 

【定数 ２０名】

任期 平成２９年７月１日～平成３１年６月３０日

新委員                                

氏 名 推薦団体等 役職名

1 寺西 洋子 小学校長会 小学校長会副会長

2 和田 弘 市ＰＴＡ連絡協議会
市 Ｐ Ｔ Ａ 連 絡 協 議 会

アドバイザー

3 谷井 光昭 市公民館連絡協議会 市公民館連絡協議会副会長

4 野村 静子
市児童クラブ連絡協

議会

市自治振興会連絡協議会

常任理事

5 小川 三智子 大沢野地域
（大沢野地域）民生主任児

童委員

6 山森 潔 大山地域
大山地域自治振興会連合会

副会長

7 谷口 秀義 婦中地域
速星地区ふるさとづくり推

進協議会 副会長

8 高田 敏成 細入地域 細入自治会連合会会長

9 種谷 祐治 学識経験者
学識経験者（富山県生涯学習イン

ストラクターの会 会長）

10 
H29.7.1
新任

竹本 泉 中学校長会 中学校長会 監事

11 
H29.7.1
新任

下条 正
市自治振興会連絡協

議会

市自治振興会連絡協議会

副会長

12 
H29.7.1
新任

森田 優弘
市ふるさとづくり推

進連絡協議会

市ふるさとづくり推進連絡

協議会監事

13 
H29.7.1
新任

山口 有加利 八尾地域
青少年育成富山市民会議八

尾支部推進指導員

14 
H 29.7.1
新任

吉田 良雄 山田地域
山田地区ふるさとづくり推

進協議会会長

15 
H 29.7.1
新任

才木 靖子 学識経験者
学識経験者（元光陽公民館

館長）

●富山市公民館条例

第13条 法第29条の規定に基づき、富山市公民館運営審議会(以下「審議会」という。)を置く。

2 審議会の委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに

学識経験のある者の中から、委員会が委嘱する。

3 審議会は、委員20人以内をもって組織する。

4 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。

5 審議会の運営その他必要な事項は、教育委員会規則で定める。

議案第３７号



旧委員（参考） 

氏 名 推薦団体等 役職名

1 寺西 洋子 小学校長会 小学校長会副会長

2 和田 弘 市ＰＴＡ連絡協議会
市 Ｐ Ｔ Ａ 連 絡 協 議 会

アドバイザー

3 谷井 光昭 市公民館連絡協議会 市公民館連絡協議会副会長

4 野村 静子
市児童クラブ連絡協

議会

市自治振興会連絡協議会

副会長

5 小川 三智子 大沢野地域
（大沢野地域）民生主任児

童委員

6 山森 潔 大山地域
大山地域自治振興会連合会

副会長

7 谷口 秀義 婦中地域
速星地区ふるさとづくり推

進協議会 副会長

8 高田 敏成 細入地域 細入自治会連合会会長

9 種谷 祐治 学識経験者
学識経験者（富山県生涯学習イン

ストラクターの会 会長）

10 （退任） 新タ 雅彦 中学校長会 中教研顧問

11 （退任） 山本 勝
市自治振興会連絡協

議会

市自治振興会連絡協議会

副会長

12 （退任） 中川 尚孝
市ふるさとづくり推

進連絡協議会

市ふるさとづくり推進連絡

協議会副会長

13 （退任） 小西 百合子 八尾地域 旧八尾町図書館協議会委員

14 （退任） 石﨑 貞夫 山田地域
山田地区ふるさとづくり推

進協議会会長

15 （退任） 藤井 眞智子 学識経験者

学識経験者

（元山室公民館長、元男女共

同参画推進センター所長）

16 （退任） 堀田 邦雄 公募



富山市市民学習センター運営協議会委員   

【定数 １２名】

新委員               任期 平成２９年７月１日～平成３１年６月３０日

●富山市市民学習センター条例

第 14 条 センターの運営に関し必要な事項を協議するため、富山市市民学習センター運営協議

会（以下「協議会」という。）を置く。

2 協議会の委員の定数は、12 人以内とする。

3 協議会の委員は、生涯学習に関し優れた識見を有する者及び生涯学習関係団体等を代表する

者のうちから委員会が委嘱する。

4 委員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とす

る。

氏 名 区 分 役職名

1 上野 幸夫 有識者 職藝学院・教授

2 中村 義朗 有識者
富山大学名誉教授

（専門分野 音楽）

3 藤田公仁子 有識者
富山大学地域連携推進機構

生涯学習部門 教授

4 田中 裕子 市民大学講師
体操インストラクター

「リズム体操」講師

5 萩中 幸雄 市民大学講師
富山県美術連合会常任相談役 

「洋画」講師

6 深井 康子 市民大学講師
富山短期大学教授

「健康生活の知恵」「飛越往来」講師

7 五十嵐俊子 市民大学受講者
Ｈ22 より市民大学受講

Ｈ29「郷土史」「歴史史料と出会う」受講

8 永井 節子 市民大学受講者
Ｈ24 より市民大学受講

Ｈ29「家庭でできる『やくぜん料理』」受講

9 毛利みち代 市民大学受講者
Ｈ25 より市民大学受講

Ｈ29「日本画（大沢野）」受講

10 
H 29.7.1
新任

高橋剛一郎 有識者 富山県立大学地域連携センター所長

11 
H 29.7.1
新任

木本 秀樹 市民大学講師
職藝学院・非常勤講師

「歴史史料と出会う」「郷土史」講師

12 
H 29.7.1 
新任

奥井 輝男 市民大学受講者

市民大学学友会会長 

Ｈ20 より市民大学受講

Ｈ29「洋画」「短歌を楽しむ」受講

議案第３８号



旧委員（参考） 

氏 名 区 分 役職名

1 
会長

（議長）
深井 康子 市民大学講師 

富山短期大学教授

「健康生活の知恵」講師

2 職務代理者 中村 義朗 市民大学講師
富山大学名誉教授

「日本のこころの歌をたずねて」講師

3 上野 幸夫 有識者 職藝学院・教授

4 藤田公仁子 有識者
富山大学地域連携推進機構

生涯学習部門 教授

5 田中 裕子 市民大学講師
体操インストラクター

「リズム体操」講師

6 萩中 幸雄 市民大学講師
富山県美術連合会常任相談役 

「洋画」講師

7 五十嵐俊子 市民大学受講者 Ｈ22 より市民大学受講

8 永井 節子 市民大学受講者 Ｈ24 より市民大学受講

9 毛利みち代 市民大学受講者 Ｈ25 より市民大学受講

10 （退任） 前田 幸男 有識者
富山県立大学地域連携センター

元所長

11 （退任） 高野さおり 有識者
（株）まちづくりとやま

MAG.net 担当

12 （退任） 早川 志朗 市民大学受講者 市民大学学友会元会長



平成２９年６月定例会 

一般質問 

教員の多忙化解消関係 

●教員勤務実態調査について 

『公明党 松井 桂将 議員』 平成 29年 6月 8 日(木) 

（問１）「教員勤務実態調査」の結果が公表されたが、本市の小中学校

の勤務の実態、いわゆる過重労働について、どのように認識してい

るのか。

（答）教員は、長時間勤務への問題意識が薄いと認識している。また、

教員は、元気な状態で児童生徒と向き合うことが大事だと考えてお

り、長時間勤務によって、教員が常に疲れた状態にあることは、教

育の質の低下を招くこととなり、働き方について自ら考えることは、

教員自身のためだけではなく、児童生徒のためにこそ、必要である

と考えている。                【学校教育課】 

『日本共産党 小西 直樹 議員』 平成 29年 6月 9 日(金) 

（問２）小中学校における勤務時間の実態調査は実施しているのか。 

（答）今年度、まずは小学校６校、中学校５校をモデル校として、勤務

時間の実態調査を実施している。        【学校教育課】 

（問３）いつまでどのような方法で実施するのか。 

（答）教員一人一人が出勤時刻と退勤時刻を入力することで、自動的に

勤務時間が記録、集計できるシステムを利用し、調査を行っている。

今後、モデル校での実態調査を踏まえ、調査方法の改善等を行い、

来年度には、市内全小中学校で調査を実施したいと考えている。 

【学校教育課】 

●多忙化解消の取り組みについて 

『光 島 隆之 議員』 平成 29年 6月 9 日(金) 

（問４）教員の多忙化解消のための取り組みについて問う。

（答）ＩＣＴを活用し、市内共通の成績処理システムを運用して、通知

報告事項２２



表や指導要録の作成等、成績処理に要する時間の短縮に努めたり、

学校における、行事の見直しや会議の効率化を図るとともに、一部

の教員に過重な負担がかからないよう、適正に業務を割り振るなど、

多忙化解消に向けた取り組みを進めている。    【学校教育課】 

（問５）多忙化解消に向けて現場の意見をどのように吸い上げているか。

（答）市教育委員会では、毎年、市内全小・中学校を訪問して、校長と

面談する機会を設けたりしている。        【学校教育課】 

●部活動指導員制度について 

『公明党 松井 桂将 議員』 平成 29年 6月 8 日(木) 

（問６）部活動指導員制度の活用について、今後の取組みを問う。

『光 島 隆之 議員』 平成 29年 6月 9 日(金) 

（問７）部活動指導において、部活動指導員の活用などが挙げられてい

るが、その活用についてどのように考えているか。

（答）今年３月に学校教育法施行規則の一部が改正され、学校における

部活動の指導体制の充実を図るために、部活動指導員の名称及び職

務等が明らかにされた。財源等、不明な部分も多いことから、今後、

国や県などの対応を注視していきたいと考えている。【学校教育課】 

●正規教員の配置について 

『日本共産党 小西 直樹 議員』 平成 29年 6月 9 日(金) 

（問８）本来、正規教員を配置すべきところ配置されていないのは、小

学校、中学校でそれぞれ何人いるか。 

（答）今年度の正規教員の不足を補う欠員補充講師は、小学校７４人、

中学校２３人、合計９７人であり、市内の小・中学校全教員数 

１,６４５人に占める欠員補充講師の割合は、５．９％となっている。 

                         【学校教育課】 

（問９）正規教員や事務職員の増員が必要と考えるが、所見を問う。

（答）根本的に教員の負担を軽減するには、小・中学校の教員を増やす

こと以外に解決策はないと考えており、今後とも、市町村教育委員

会連合会などを通して、県教育委員会に、正規教員の増員や事務職



員の適正な配置を、強く働きかけていきたいと考えている。

【学校教育課】 

教育環境関係 

●小中学校へのエアコン設置について 

『自由民主党 竹田 勝 議員』 平成 29年 6月 9 日(金) 

（問１）早急に月岡小学校特別教室にエアコンを設置することについて

見解を問う。   

（答）月岡小学校では、耐震補強工事と一体のものとして空調設備の整

備を予定していたが、詳細調査の結果を受け、一旦、工事を見直した。

特別教室は、見直し後の耐震化工事の対象とはならないこともあり、学

校耐震化計画とは切り離して、予定どおり、来年の夏に間に合うように

対応したいと考えている。              【学校施設課】 

『自由民主党 金谷 幸則 議員』 平成 29年 6月 12 日(月) 

（問２）普通教室へのエアコン設置について、リース事業も含めて今後

の計画等を問う。

『会派誠政 尾上 一彦 議員』 平成 29年 6月 12 日(月) 

（問３）ＰＴＡ等から強く要望のあった学校を優先して調査や整備を行

ってはどうか。

（問４）小学校の調査も含め、何年程度で全小・中学校に設置していく

のか。

『日本共産党 赤星 ゆかり 議員』 平成 29年 6月 13 日(火) 

（問５）普通教室へのエアコンの導入について、早期に全市立小・中学

校への設置を進めるべきと考えるがどうか。

（答）統合整備を予定している八尾、杉原を除くすべての中学校を対象

に調査を実施し、引き続き次年度以降に、小学校の調査を進めてい

きたいと考えている。これらの調査の中で、必要な電源設備やラン

ニングコストなどを把握し、整備方法等を検討したうえで、導入計

画を策定することとしていることから、実際の空調の導入について、

詳細は何も決まっていない。           【学校施設課】 



●通学路交通安全プログラムについて 

『自由民主党 松井 邦人 議員』 平成 29年 6月 9 日(金) 

（問６）このプログラムでは合同点検を定期的に行うとなっているが、

具体的にどのような手法で行い、危険箇所の把握を行っているのか。

（答）平成２８年度は、信号機のない交通量が多い交差点や、横断歩道

がない等、特に危険度の高いと判断した、小学校２４校３５箇所に

おいて、警察や道路管理者、学校関係者等で実施した。今後は、す

べての小学校において、５年ごとの点検サイクルとなるよう、残る

小学校４１校について、順次実施していきたいと考えている。

                         【学校教育課】 

（問７）対策必要箇所について、どういう優先順位をつけて対応してい

るのか。 

『日本共産党 赤星 ゆかり 議員』 平成 29年 6月 13 日(火) 

（問８）富山市通学路交通安全プログラムが作成され、その中の危険箇

所を解消するのに予算の確保も含めて、スピード感をもって対応す

べきと思うが、市の対応について問う。 

（答）本市が取り組んでいる市道については、歩道整備や区画線の引き

直し、カーブミラーの設置などが必要であり、危険度が高いものを

優先的に取り組むこととしている。        【学校教育課】 

『自由民主党 松井 邦人 議員』 平成 29年 6月 9 日(金) 

（問９）合同点検の実施や対策の検討をする前段階として、ＰＴＡと地

域が中心となった危険箇所発見作業を行った方がより効果的であ

り、そのことに対して本市が支援する制度を創設することも考えら

れないか。 

（答）各小学校では、年度当初にＰＴＡや地域の協力を得て、危険箇所

を把握しており、その報告を基に、合同点検を実施し、対策等の検

討を行うこととしている。            【学校教育課】 

（問 10）対策効果の把握に関してもＰＴＡや地域の方への意見聴取を行

った方がより良いのではないか。 

（答）対策効果については、各小学校を通じて、ＰＴＡや地域の交通安



全協会、学校安全パトロール隊等から意見を伺うこととしている。 

                         【学校教育課】 

（問 11）今後どの様に富山市通学路交通安全プログラムを周知していく

のか。また、幅広い危険に対応できるプログラムに発展することは

可能か。 

（答）本年３月末に市ホームページに掲載するとともに、全ての小学校

６５校に通知した。今後は、順次各小学校区で、合同点検をＰＴＡ

や地域の方と一緒に実施していくことで、このプログラムの周知に

つながっていくものと考えている。なお、小学校毎の通学路の設定

の際に、今後、「富山市通学路交通安全プログラム」を連携させて

いくことで、より効果的な運用を図っていきたいと考えている。

【学校教育課】 

『社会民主党議員会 東 篤 議員』 平成 29年 6月 12 日(月) 

（問 12）富山市通学路交通安全プログラムにおける合同点検の利点と課

題について問う。 

（答）利点は、国、県、市、警察、教育委員会で、それぞれが管轄する

危険箇所を直接、確認し、それぞれで対策を講じるということであ

ると考えている。今後、５年ごとに PDCA による点検サイクルとな

るよう順次実施していく中で、課題が生じた場合には、その都度解

決を図っていきたいと考えている。       【学校教育課】 

●学校施設耐震化について 

『フォーラム３８ 大島 満 議員』 平成 29年 6月 12 日(月) 

（問 13）耐震補強工事を予定している７校の詳細調査の中で、月岡小と

同様に問題があった場合、平成３３年度の耐震化の達成は可能なの

か。また、財政的な見通しについてはどうか。 

（答）今後は、調査の結果を踏まえて、改めて整備方針を定めることと

しているが、平成 33年度の耐震化の目標については、今のところ

変更していない。また、耐震化に要する費用については、調査の結

果に基づき改めて算定することになり、今後とも、国の交付金など

の財源の確保に努めていきたいと考えている。   【学校施設課】 



●統合中学校整備事業について 

『フォーラム３８ 大島 満 議員』 平成 29年 6月 12 日(月) 

（問 14）事業者に対するアンケート調査の目的と調査結果に対する考え

を問う。

（答）民間の資金やノウハウを学校の施設整備や運営に取り入れるＰＦ

Ｉの導入可能性について調査することを目的としたものである。

調査結果からは、多くの事業者が本事業への高い参画意欲を持って

いることが判り、ＰＦＩでの事業の実現可能性が高いものと考えて

いる。                 【統合校整備等推進室】 

（問 15）アンケート調査では、前提条件として校舎等の細かい仕様が示

されているが、今後、地元住民の要望を反映する余地はあるのか。 

（答）本年１２月に、設計業務や建設業務等の基本的な考え方を示した、

要求水準書を公表する予定としており、今後、地元から寄せられた

意見や、八尾地域統合中学校建設推進協議会からの要望等も参考に

して、作成していきたいと考えている。  【統合校整備等推進室】 

（問 16）アンケート調査では、工期に関する質問もあったが、開校時期

を１年前倒しすることは可能か。 

（答）事業者からは、工期の短縮は難しいとの回答が多くあったことや、

地域の声を聞く期間も必要であることから、計画どおり、平成３４

年４月の開校を目指して事業を進めていきたいと考えている。 

                     【統合校整備等推進室】 

（問 17）ＰＦＩ手法による統合中学校整備事業への参加意向がある企業

は何社あったのか。 

（答）全国の主だった企業２５社に調査を行ったところ、２３社から回

答があり、その中で、本事業への参加の意向を示した企業は１５社、

そのうち、積極的に参加したいと回答した企業は６社であった。 

【統合校整備等推進室】 

学校規模関係 

●堀川南小学校について 



『自由民主党 久保 大憲 議員』 平成 29年 6月 9 日(金) 

（問１）学級数について、平成３５年度までの推移の見込みを問う。 

（答）現在、児童数は８１５人で、学級数は、通常級２４学級、特別支

援級 3学級の計２７学級である。住民基本台帳を基に、毎年度行っ

ている６年後までの児童数の推計では、平成３５年度には通常級 

３０学級となり、特別支援級を現在の３学級と仮定すれば、計３３

学級となるものと見込んでいる。         【学校教育課】

（問２）収容能力、学級数は、増加傾向にある児童数に対して限界に近

いのではないか。

（問３）収容能力が限界を超えるとすれば、増築が必要ではないか。ま

た、それに向けた予算などが必要になるのではないか。

『日本共産党 赤星 ゆかり 議員』 平成 29年 6月 13 日(火) 

（問４）児童数の増加に対応して、増築などにより広いゆとりのある校

舎を検討すべきと思うが、見解を問う。

（答）今後しばらくは、児童数が増加すると想定しているが、過去には

想定を下回った例もあり、その推移を慎重に見極めながら、既存の

学校施設の配置の見直しや必要な施設の整備等について、予算措置

も含め、検討していきたいと考えている。     【学校施設課】

『日本共産党 赤星 ゆかり 議員』 平成 29年 6月 13 日(火) 

（問５）敷地に余裕がないことから、他の場所での改築や学校敷地の拡

張などは考えられないか。 

（答）市教育委員会としては、他の場所での改築や学校敷地の拡張につ

いては考えていない。              【学校施設課】 

●小規模校（小学校）の存続について 

『社会民主党議員会 村石 篤 議員』 平成 29年 6月 8 日(木) 

（問６）市内の小学校の小規模校は、平成２９年５月１日現在３７校と

なっているが、富山市公共施設等総合管理計画に基づき、小規模校

の統合について検討を始めているか。



（答）小学校６５校の内、１１学級以下の小規模な学校は、昨年度より

１校増えて３７校である。現在、小規模小学校の統合についての検

討は行っていないが、小学校教育においては、一定の集団規模が確

保されていることが望ましいことから、将来的には、避けて通るこ

とはできないものと考えている。         【教育総務課】 

（問７）複式学級のある学校において、他の学校と合同授業や合同行事

を行っている事例があるか。 

（答）福沢小学校と小見小学校では、全児童が 1日を共に過ごし、図画

工作の授業で、共同作品を作ったり、体育科の授業で、少人数では

できないバスケットボール等のゲームを行っている。樫尾小学校で

は、八尾小学校と合同で陸上練習会を行い、多人数で競い合うこと

で、子どもたちの運動に対する意欲を高めている。【学校教育課】 

（問８）複式学級のある学校において、保護者や地域とどのように連携

し、少人数を生かした指導を充実させているか。 

（答）複式学級のある小規模な学校では、地域住民とのふれあいの機会

を多くもつことができることや、一人一人の子どもの状況に応じた

きめ細かな指導ができることなどを生かして、充実した活動を実施

している。                   【学校教育課】 

教育関係 

●インターネット教育について 

『会派誠政 尾上 一彦 議員』 平成 29年 6月 12 日(月) 

（問１）インターネット犯罪で、問題が重大化する前に察知できる仕組

みづくりが必要ではないか。

（答）県の教育委員会では、個人に対する誹謗中傷の書き込みや未成年

が飲酒・喫煙する画像の投稿等、不適切な情報をいち早く察知する

ためにネットパトロールを行っており、本市に関係のある情報が見

つかった場合には、市教育委員会に情報が提供されることから、今

後とも、迅速かつ的確に対応したいと考えている。 【学校教育課】

（問２）小・中学校でのインターネット教育や利用ルールづくり等の進

捗状況を問う。 



（答）小中学校におけるインターネット教育については、正しいネット

の利用方法やネットトラブルへの対処について、授業等で実施して

いる。また、昨年度より、中学１年生を対象に「情報モラル中１講

座」を開催しており、市内全ての中学校を訪問し、インターネット

の便利さとともに、その裏側に潜む危険性について、分りやすいよ

う事例を挙げて指導している。各学校におけるインターネット利用

のルールの作成状況については、小学校６５校のうち３５校、中学

校２６校のうち１４校の合わせて４９校である。  【学校教育課】 

公民館関係 

●公民館、地区センターの耐震化について 

『自由民主党 江西 照康 議員』 平成 29年 6月 8 日(木) 

（問１）市立公民館のうち旧耐震基準により建設された公民館は何館あ

り、その耐震状況はどのようになっているか。

（答）平成２９年５月末時点で２０館あり、このうち、耐震化対策が必

要なものは倉垣、八尾、奥田北、長岡、船峅公民館の５館である。

これらの耐震化が必要な公民館については、総合計画に位置付けて

順次整備を行っており、今年度は、倉垣公民館の改築工事と、八尾

公民館の実施設計を行っている。         【生涯学習課】

（問２）耐震化については、改築又は改修等の方法があるが、どのよう

に取り組もうと考えているか。 

（答）これまでも地域の実情に応じて改築や改修を行ってきており、今

後、耐震化が必要な３館（奥田北、長岡、船峅）においても、施設

の現況等を勘案しながら、改築又は改修等の方法について、検討し

ていきたいと考えている。            【生涯学習課】 

（問３）最近の公民館の利用内容について、以前と比べてどのように変

わってきているか。 

（答）公民館は、様々な学習・文化活動や地域団体の会合等に利用され

ており、最近も、特段変わってないが、高齢化の進展に伴い、公民

館利用者も年々高齢化してきている。このため、近年整備した公民

館は、平屋建てでの整備を基本とし、２階建てとなるものについて

は、エレベーターを配置するなど、配慮している。 【生涯学習課】 



（問４）公民館の改築計画を作成する際に、その地域に公民館以外の公

共、民間を問わず住民が集える施設が少ないところを優先すること

はできないか。 

（答）公民館の改築については、地域における他の公共施設等の有無に

かかわらず、施設の老朽化などを勘案しながら順次整備を進めてい

る。まずは耐震化の必要な３館（奥田北、長岡、船峅）の整備を優

先的に行うこととしている。 【生涯学習課】 

その他 

●恐竜足跡化石発掘地の保全と観光資源化に向けた取り組みについて 

『自由民主党 泉 英之 議員』 平成 29年 6月 12 日(月) 

（問１）なぜ「夏休み恐竜探検隊」の定員を削減したのか。 

（答）平成１８年度より毎年８月に開催している。平成２６年度までは、

１日に５０人、２日間で定員１００人としていた。ここ数年、申込

人数が８０人から６０人台に減少し、最も人気のある発掘体験の準

備が、近年難しくなっていることから、平成２７年度以降、定員を

５０人として実施することとした。        【科学博物館】 

（問２）恐竜化石発掘地の保全に向け、市の天然記念物への早期指定と

調査促進について問う。 

（答）保全に関しては、今年度、一部実施し、今後も、必要な保全策を

講じていきたいと考えている。また、現在、現地において、専任の

学芸員を中心に発掘調査を進めているため、天然記念物に指定する

としても、まだまだ先になるものと考えている。  【科学博物館】 

●奨学資金貸付に係る滞納状況と対策について 

『フォーラム３８ 大島 満 議員』 平成 29年 6月 12 日(月) 

（問３）現在の奨学資金貸付の滞納の状況とその対策について問う。 

（答）滞納繰越額は、平成２９年度当初で約２８８万円である。滞納者

本人との面談等を行い、分納の計画等を立てていただいている。引

き続き、滞納者の自宅への訪問、連帯保証人からの徴収等を行い、

債権管理対策課と連携し、新規の滞納発生の防止と滞納額の縮減に

取り組んでいきたいと考えている。        【学校教育課】 










